
９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

行政評価の実 行政評価の実 行政評価の実 行政評価の実 行政評価の実

施及び公表 施及び公表 施及び公表 施及び公表 施及び公表

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 5,662.24 5,579.4 5,579.4 5,579.4 5,579.4

投入 常勤職員 0.86人 0.85人 0.85人 0.85人 0.85人

人員 非常勤職員 0.12人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

事業費＋人件費 5,662 5,579 5,579 5,579 5,579

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 外部評価の実施施策 外部評価における対象施 8 8 8

① 策数 8 8 －

活動
② －

成果 外部評価結果を受けて反映した施 評価結果後、戸田市が改 8 8 8

① 策 善すると回答した施策数 8 8 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

　平成２５年度の外部評価は、９０施策中８施策を対象として対象部局へのヒアリングを行った。評価対象となった施策につ
状況

いて、対応策を講ずべき視点を絞り込み、各部局は、対応可能なものについて改善すると回答した。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 37605 協働型行政マネジメントシステム構築事業（行政評価）

担当組織 総務部 経営企画課 担当 企画担当

組織コード
H26 07 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 xx xx xx xx 00

記入日 平成26年06月11日
H25 07 04 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 02 PDCAを活用した行政経営

● 対象外
施策 83 進行管理システムの確立と実施

事業期間 平成２３年度 ～ 平成２７年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
職員、市民等

　業務の徹底的に振り返り、成果の重視と資源の有効活用を促すとともに、ＰＤＣＡサイクルによる総合振興計画の進行管

事業目的 理を行う。また、評価結果を公表することで、市民への説明責任を果す。

　第４次総合振興計画における施策を対象とした施策評価を行うとともに、施策の下にある事務事業を対象とした事務事業

評価を実施する。さらに、行政内部での評価に加え、外部の委員による外部評価を実施する。

事業内容 　施策評価及び事務事業評価に当たっては、それぞれ施策評価シート、事務事業評価シートを作成し、これらの評価結果を

基に外部の視点から外部評価を実施する。評価結果は報告書としてまとめ、公表する。

　また、これらを基に次年度以降実施する計画を作成し、予算へ反映させる。　

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２



平成２５年度で終了

＜判断理由＞

　本事業は、総合振興計画を実現するため、検証、見直しを行いながら、より効果的に事業実施するための仕組

事業の方向性 みを構築する事業である。そのため、行政評価のシステムの見直しや外部評価の運営についてコンサルタントに

支援してもらい構築をしてきた。

　したがって、計画を確実に実現するシステムとしての機能は整備されたと考えるため、コンサルタントの支援

を受けず、現体制の基に、蓄積したノウハウを生かし、引き続き、システムの検証、見直しを行っていく。

　行政評価が各所属における事業管理ツールとして有効に活用できるよう、シンプルかつポイントを押さえたツ

ールとなるよう、引き続き、現行システムを検証し、見直しを図っていく。

今後の取組方針

2 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

計画を確実に実現するシステムとしての機能は整備されている。

Ａ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

・事業費については、外部評価委員への謝礼等必要最低限の経費と考えるため、

Ａ Ｂ Ｂ 適正な範囲内と判断した。

・人件費については、課の業務に照らし適正な範囲内と判断した。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

行政評価のシステムの見直しや外部評価の運営について、コンサルタントに支援

Ａ Ｂ Ｂ してもらい発展的、効率的に実施できた。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

市で行う事業は、市民の税金等により実施しているものであることから、行政評

Ｂ Ｂ Ｂ 価を実施し、事業の進捗状況や結果を公表することで説明責任を果たす一端を担

っている。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
①行政評価における評価能力を高めるため、これまでの行政評価説明会を研修会に変更し、グループワークを中

心とした評価演習を行った。

見直し内容 ②外部評価の評価結果に基づく対象部局の対応について、これまで外部評価委員のコメント全てに対応を求めて

きたが、対応を講ずべき視点を絞り込んだ。

①限られた資源を有効に使用するために、施策と事務事業のつながりを意識し行政評価を行う必要があることこ

とを改めて確認してもらうことができた。

見直しの効果 ②外部評価委員の統一的な指摘を明確にすることができた。

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○


